
所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

51,072 48,777 2,295 1,717 40 0 8,003 41,312 住民基本台帳事務及び戸籍事務等に係る経費。

10 総務費 【主な経費】

15 戸籍住民台帳費 給料ほか人件費 30,651千円

1 戸籍住民台帳費 旅費 5千円

消耗品費　　　  事務用品等 430千円

印刷製本費　   窓口用封筒等 74千円

通信運搬費　　 後納郵便料等 72千円

手数料　　 公的個人認証登録料 3千円

委託料 3,311千円

　　・コンピュータ保守等業務委託料　3,051千円

　　・カード裏面印字用プリンタ設定委託料　260千円

使用料及び賃借料 10,716千円

　　・戸籍ソフトウェア使用料　3,240千円

　　・戸籍総合システムリース料　5,013千円

　　・住基ネットワーク共同利用料　2,463千円

　 備品購入費 4,239千円

　　・カード裏面印字用プリンタ　2,225千円

　　・個人番号関係帳票保管用金庫　2,014千円

補助金及び交付金　　カード交付関連事務交付金 1,571千円

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

款・項・目

事業名称

戸籍住民台帳費（一
般）
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

181,996 207,354 △ 25,358 20,206 66,903 0 8 94,879 町遺族会補助金、戦没者追悼式に係る経費。

15 民生費 国民健康保険特別会計への繰出金

5 社会福祉費 【主な経費】

1 社会福祉総務費 報償費　　　　 追悼式記念品 148千円

消耗品費　　　追悼式祭壇装花等 100千円

燃料費　　　　 追悼式送迎バス燃料代 7千円

通信運搬費　 追悼式出欠用はがき代等 21千円

手数料　       送迎バス手数料等 42千円

補助金及び交付金　　町遺族会補助金 280千円

繰出金　 181,398千円

国民健康保険特別会計繰出金

　・基盤安定（保険税軽減分）　75,734千円

　・基盤安定（保険者支援分）　40,414千円

　・人件費等分　30,210千円

　・財政安定化支援分　30,000千円

　・出産育児一時金分　5,040千円

710 710 0 0 595 0 0 115 消費生活相談窓口の設置。

15 民生費

5 社会福祉費 【主な経費】

1 社会福祉総務費 謝礼金　　消費生活啓発講座講師謝金 10千円

旅費　　 　消費生活啓発講座講師費用弁償 1千円

消耗品費　　　パンフレット・啓発グッズ等 500千円

委託料　　　　 消費生活相談事業等委託料 199千円

款・項・目

事業名称

社会福祉総務費（一
般）

款・項・目

事業名称

地方消費者行政活性
化交付金事業

消費生活啓発事業（出前講座、研修会、パンフレットの作成・配布等）
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

117,613 27,539 90,074 117,613 0 0 0 0 ●臨時福祉給付金（簡素な給付金）

15 民生費 　平成26年4月からの消費税率引上げに際し、低所得者に対する暫定的・

5 社会福祉費 臨時的措置として給付を行うもの。軽減税率などの本格的な負担軽減策

1 社会福祉総務費 が講じられるまでの暫定措置。

●年金生活者等支援臨時福祉給付金

　アベノミクスの成果の均てんの観点から、賃金引上げの恩恵が及びに

くい低年金受給者への支援として、平成29年度から実施される年金生活

者支援給付金の前倒しで給付を行うもの。

【主な経費】

時間外勤務手当 484千円

臨時職員賃金 867千円

消耗品費　　　   事務用品等 320千円

印刷製本費 　   封筒 292千円

通信運搬費　    後納郵便料等 1,464千円

手数料　　　振込料 756千円

委託料　　　管理システム改修委託料 1,410千円

扶助費 112,020千円

　・簡素な給付金　12,000千円

　・低所得の高齢者向け給付金　90,000千円

　・低所得の障がい・遺族基礎年金受給者向け給付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,020千円

款・項・目

事業名称

臨時福祉給付金事業
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

293,819 303,492 △ 9,673 0 48,172 0 0 245,647

15 民生費

5 社会福祉費 【主な経費】　　

3 老人福祉費 旅費　　　　 会議等出張旅費 4千円

負担金　　　療養給付費市町村負担金 213,729千円

繰出金 80,086千円

　・保険基盤安定繰出金（3/4は県負担　48,172千円）　64,230千円

　・事務費繰出金　　15,856千円

　　　・広域連合一般会計市町村負担金　 　1,943千円

　　　・広域連合特別会計市町村負担金　　10,539千円

　　　・町事務費繰出金　　　　　　　　　　　　 　3,374千円

5,626 6,552 △ 926 3,015 0 0 0 2,611

15 民生費

5 社会福祉費 【主な経費】

4 国民年金事務費 給料ほか人件費 5,471千円

旅費　　　　　　　 事務費交付金説明会 5千円

消耗品費　　　　 コピー用紙代等 80千円

印刷製本費　　　封筒等印刷代 30千円

通信運搬費　　　郵便代 40千円

0 6,218 △ 6,218 0 0 0 0 0

15 民生費

10 児童福祉費

1 児童福祉総務費

後期高齢者医療広域連合に療養給付費等市町村負担金を納付する。

後期高齢者保険料軽減分等の後期高齢者医療特別会計への繰出金。

款・項・目

事業名称

国民年金事務費（一
般）

款・項・目

事業名称

子育て世帯臨時特例
給付金

款・項・目

事業名称

後期高齢者医療事業

全ての国民を対象として、老齢・障害・死亡に関して必要な給付を行い、
健全な国民生活の維持・向上に役立てることを目的とする。
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

224,939 227,596 △ 2,657 155,280 34,672 0 0 34,987

15 民生費

10 児童福祉費

2 児童措置費 　　　　　　　中学生　10千円、所得制限限度額以上　5千円

【主な経費】

消耗品費　　　コピー用紙等 20千円

印刷製本費　 封筒印刷（認定等通知、振込通知用） 38千円

通信運搬費　 支払通知、現況届郵送代 256千円

扶助費　児童手当(以下の人数は延べ人数(対象人数×12か月）） 224,625千円

　・3歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47,700千円

　・3歳以上小学校修了前（第１・2子）　　　　　　　97,800千円

　・3歳以上小学校修了前　（第3子以降）　　　　　29,700千円

　・中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　45,600千円

　・特例給付　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　1,200千円

　・施設等　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　2,625千円

130 80 50 0 0 0 0 130

20 衛生費 安全な血液製剤の安定供給確保に寄与する。

5 保健衛生費 【主な経費】

1 保健衛生総務費 報償費　　　献血協力者への報償品　　　　　　　　　　　 130千円

次代の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的とし、児童を
養育している者に児童手当を支給する。対象児童約1,670人。

支給月額　3歳未満　15千円、3歳以上小学校修了前　10千円（第3子以降15千円）

款・項・目

款・項・目

事業名称

献血推進事業

年５回、町内事業所を献血会場とし、献血への協力依頼、呼びかけを行う。

事業名称

児童手当
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

7,822 8,119 △ 297 0 220 0 0 7,602

20 衛生費 【主な経費】

5 保健衛生費 消耗品費　　 不法投棄禁止看板等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　105千円

3 環境衛生費 手数料　　　　　　　　 312千円

　・不法投棄家電４品目処理手数料　198千円　　　　　

　・海岸漂着発泡スチロール処理手数料　114千円　　　

委託料　　　　不法投棄物回収撤去処理料　　　　　　 　 150千円

使用料及び賃借料　　清掃自動車借上料　　　　　　　　 349千円

負担金　　　　西部広域行政管理組合負担金（桜の苑火葬場）　　　　　 6,906千円

50 70 △ 20 0 0 0 50 0 狂犬病予防法に基づいた事業経費。

20 衛生費 ・飼い犬を登録、鑑札を交付し、台帳で管理。

5 保健衛生費

3 環境衛生費

【主な経費】

消耗品費　　　注射済票・餌代・フン害対策看板代　 50千円

1,364 1,018 346 0 0 0 0 1,364

20 衛生費

5 保健衛生費

3 環境衛生費 【主な経費】

報酬　　　環境審議会委員報酬（２回分） 104千円

報償費　 環境審議会外部有識者謝礼（２回分） 20千円

旅費　 　 環境審議会外部有識者旅費　　　　　 13千円

委託料　 河川水質・悪臭物質測定委託料 1,227千円

・個人で動物病院で注射を受けさせた飼い主に役場窓口で注射済票交付。

町内の主要河川、池の水質、及び養鶏場等近辺の臭気を測定することに

より、生活環境の保全を図る。また、大山町の環境保全に関し、調査審

議するため環境審議会を開催する。

款・項・目

事業名称

環境衛生費（一般）

款・項・目

町内の不法投棄物、海岸漂着物等を撤去し、地域環境の美化、保全を図る。

公害対策事業

・４月に町全域で狂犬病予防注射（集団）を実施。６月には集団の補足を実施。

事業名称

飼い犬登録事業

款・項・目

事業名称
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

25,410 26,694 △ 1,284 0 0 0 489 24,921

20 衛生費

10 清掃費 【主な経費】

1 清掃総務費 報酬　廃棄物減量等推進推進員会議報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　785千円

給料ほか人件費 24,118千円

旅費　　　　一般旅費 10千円

消耗品費　　ごみ収集カレンダー印刷用紙、軽トラタイヤ代等 120千円

燃料費  　　 軽トラ燃料代 　　　　　　　　　　　　 116千円

食糧費　     海の日海岸清掃飲物代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38千円

印刷製本費　　　ごみ分別ポスター印刷代 180千円

修繕料　　軽トラ修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30千円

役務費　　軽トラ保険料 13千円

309,219 332,196 △ 22,977 0 0 0 31,303 277,916

20 衛生費

10 清掃費

2 塵芥処理費 【主な経費】

謝礼金　　 　不法投棄監視員謝礼 360千円

普通旅費　　一般旅費 20千円

消耗品費　　町指定ごみ袋作成購入費等 6,035千円

手数料　　　 町指定ごみ袋販売業務委託手数料 2,366千円

委託料 195,552千円

　・廃棄物焼却処理（米子市）委託　　　 51,225千円

　・廃棄物収集委託　　　　　　　　　　　  142,719千円

　・混合粗大ごみ処理委託　　　　　　　 　 1,608千円

負担金　西部広域行政管理組合負担金（廃棄物処理）等 104,786千円

補助金及び交付金　 生ごみ処理機等購入補助金 100千円

　（焼却場大規模修繕に係る米子市ＣＣ、三光への搬入分含む）

町内で発生する一般廃棄物の収集運搬・処理等を行う経費。
町指定ごみ袋の作製・販売業務委託、米子市クリーンセンターへの焼却
委託、廃棄物収集運搬委託、年３回の混合粗大ごみの受入れ、西部広
域行政管理組合廃棄物処理費負担金、電気式生ごみ処理機補助金等。

廃棄物減量等推進員会議の開催（年１回）、ごみ収集カレンダー作成（年
２回）、清掃関係業務用軽トラ維持管理、各地区一斉清掃の実施。

款・項・目

事業名称

清掃総務費（一般）

款・項・目

事業名称

塵芥処理費（一般）
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

259,853 47,208 212,645 0 0 208,300 1,537 50,016

20 衛生費

10 清掃費 【主な経費】

2 塵芥処理費 給料ほか人件費 15,937千円

嘱託職員経費（社会保険料、賃金等）　 3,561千円

消耗品費　消石灰等 2,424千円

燃料代　A重油等 987千円

光熱水費　電気料金等 6,250千円

施設修繕料 3,000千円

通信運搬費　電話代等 72千円

手数料　焼却灰検査等 92千円

保険料　建物火災保険　 126千円

委託料　 18,577千円

　・焼却灰運搬業務委託料　　　　　　　　　　 3,662千円

　・焼却施設点検清掃業務委託料　　　　　　7,416千円

　・焼却灰処理業務委託料　　　　　　　　　　 4,990千円

  ・ダイオキシン類測定分析業務委託料　　　1,019千円

　・ごみ質・ばい煙測定業務委託料　　　　　　 516千円

  ・焼却灰分析測定業務委託料　　　 　　　　　216千円

　・その他施設維持管理委託料　　　　　　　　 758千円

使用料及び賃借料　NHK受信料等 22千円

工事請負費　大規模修繕工事 208,316千円

備品購入費　排水処理用水中ポンプ等 305千円

負担金　焼却灰処理手数料負担金　 184千円

名和クリーンセンターの適正な維持管理を行い、安全で安定した焼却業
務を行う。

事業名称

名和クリーンセンター
運営事業

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度予
算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【一般会計】

款・項・目 事  業  概  要

（単位：千円）

1,685 1,717 △ 32 0 0 0 0 1,685

20 衛生費

10 清掃費

2 塵芥処理費

【主な経費】

委託料 1,685千円

　・廃乾電池運搬処理委託料　　809千円

　・廃蛍光管運搬処理委託料　　545千円

　・発泡スチロール処理委託料　331千円

28,745 33,536 △ 4,791 0 0 0 0 28,745

20 衛生費

10 清掃費 負担金

3 し尿処理費 　　・西部広域行政管理組合負担金（し尿処理費、浄化場） 28,745千円

分別収集した乾電池、蛍光管、発泡スチロールを事業者に引き渡し、再
資源化する。

款・項・目

町内で収集したし尿の西部広域行政管理組合施設での処理経費に対す
る負担金。

・収集及び回収方法（回数）
　乾電池・蛍光管　　各集落ごみ収集場所（1回/2ヶ月）
　発泡スチロール　　各集落ごみ収集場所（1回/月）

し尿処理費（一般）

事業名称

事業名称

ごみ資源化等分別収
集事業

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

31,104 32,185 △ 1,081 87 0 0 732 30,285

5 総務費 【主な経費】

5 総務管理費 給料ほか人件費 22,463千円

1 一般管理費 嘱託職員経費（賃金、社会保険料ほか） 2,964千円

旅費　普通旅費 11千円

消耗品費　保険証、認定証関係消耗品ほか 180千円

印刷製本費　保険証用紙印刷代ほか 557千円

通信運搬費　保険証年次更新郵送料ほか 1,251千円

委託料 3,678千円

　・電算共同処理委託料　2,694千円

　・レセプト電算処理システム委託料　321千円

　・コクホ・ラインシステム保守料　476千円

　・第三者求償事務委託料　100千円

　・海外療養費不正請求対策委託料　87千円

1,745 1,748 △ 3 0 0 0 0 1,745 鳥取県国民健康保険団体連合会への負担金。

5 総務費 【主な経費】

5 総務管理費 負担金 1,745千円

2 連合会負担金 　・一般負担金　1,599千円

　・第三者求償事務負担金　115千円

　・保健事業負担金　31千円

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

款・項・目

事業名称

一般管理費

款・項・目

事業名称

連合会負担金

国民健康保険の事務に携わる職員の人件費及び事務に係る経費。
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

721 747 △ 26 0 0 0 0 721 国民健康保険税の賦課及び徴収に係る経費。

5 総務費 【主な経費】

10 徴税費 消耗品費 5千円

1 賦課徴収費 印刷製本費　　納付書等印刷代 113千円

通信運搬費　　納税通知等郵送料 603千円

184 226 △ 42 0 0 0 0 184

5 総務費 会長１人、委員８人

15 運営協議会費 【主な経費】

1 運営協議会費 報酬　　会長、委員 128千円

旅費　　委員研修費用弁償 26千円

消耗品費　　国保新聞ほか 30千円

100 101 △ 1 17 0 0 0 83 国民健康保険制度の周知や啓発事業を行う。

5 総務費 【主な経費】

20 趣旨普及費 印刷製本費　　パンフレット印刷代ほか 100千円

1 趣旨普及費

事業名称

賦課徴収費

款・項・目

事業名称

運営協議会費

款・項・目

款・項・目

事業名称

趣旨普及費

国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議する。
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

1,223,282 1,360,282 △ 137,000 257,155 70,881 0 582,065 313,181

10 保険給付費

5 療養諸費

1 一般被保険者療養給付費 【主な経費】

負担金 1,223,282千円

74,789 80,223 △ 5,434 0 0 0 68,303 6,486

10 保険給付費

5 療養諸費 【主な経費】

2 退職被保険者等療養給付費 負担金 74,789千円

4,113 4,697 △ 584 865 150 0 1,957 1,141

10 保険給付費

5 療養諸費 【主な経費】

3 一般被保険者療養費 負担金 4,113千円

療養の給付を行うことが困難である場合ややむを得ないと認める場合
に、現金給付を行う。

一般被保険者に係る療養の給付費（4,592人）
負担割合　未就学・70歳以上一般8割（特例あり）、
70歳以上現役並み、その他7割

退職被保険者等に係る療養の給付費（261人）
負担割合　未就学8割、その他7割

事業名称

退職被保険者等療養
給付費

款・項・目

事業名称

一般被保険者療養費

款・項・目

事業名称

一般被保険者療養給
付費

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

413 512 △ 99 0 0 0 377 36

10 保険給付費

5 療養諸費 【主な経費】

4 退職被保険者等療養費 負担金 413千円

3,848 3,806 42 0 0 0 0 3,848

10 保険給付費 １件当たり53円×72,588枚

5 療養諸費 【主な経費】

5 審査支払手数料 手数料 3,848千円

180,505 196,205 △ 15,700 37,945 6,593 0 99,665 36,302

10 保険給付費 【主な経費】

10 高額療養費 負担金 180,505千円

1 一般被保険者高額療養費

療養の給付を行うことが困難である場合ややむを得ないと認める場合
に、現金給付を行う。

レセプト審査に係る手数料を鳥取県国民健康保険団体連合会に支払う。

被保険者の一部負担金が一定額を超える場合に高額療養費を支給する。

事業名称

退職被保険者等療養
費

款・項・目

事業名称

審査支払手数料

款・項・目

款・項・目

事業名称

一般被保険者高額療
養費
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

10,398 11,384 △ 986 0 0 0 9,496 902

10 保険給付費 【主な経費】

10 高額療養費 負担金 10,398千円

2 退職被保険者等高額療養費

500 700 △ 200 105 18 0 238 139 医療と介護の自己負担額を合算し、一定額を超える分の現金給付を

10 保険給付費 行う。

10 高額療養費 【主な経費】

3 一般被保険者高額介護合算療養費 負担金 500千円

150 150 0 0 0 0 137 13 医療と介護の自己負担額を合算し、一定額を超える分の現金給付を

10 保険給付費 行う。

10 高額療養費 【主な経費】

4 退職被保険者等高額介護合算療養費 負担金 150千円

被保険者の一部負担金が一定額を超える場合に高額療養費を支給する。

事業名称

一般被保険者高額介
護合算療養費

款・項・目

事業名称

退職被保険者高額介
護合算療養費

款・項・目

事業名称

退職被保険者等高額
療養費

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

100 100 0 21 4 0 47 28

10 保険給付費

15 移送費 【主な経費】

1 一般被保険者移送費 負担金 100千円

70 70 0 0 0 0 64 6

10 保険給付費

15 移送費 【主な経費】

2 退職被保険者等移送費 負担金 70千円

7,560 6,300 1,260 0 0 0 0 7,560 被保険者の出産等に関して、一時金を支給する。

10 保険給付費 1件当たり　420,000円×18件

20 出産育児諸費 【主な経費】

1 出産育児一時金 負担金 7,560千円

医師の指示により緊急に移送された場合に、必要と認める経費に対して
現金給付を行う。

医師の指示により緊急に移送された場合に、必要と認める経費に対して
現金給付を行う。

款・項・目

事業名称

出産育児一時金

事業名称

一般被保険者移送費

款・項・目

事業名称

退職被保険者等移送
費

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

4 4 0 0 0 0 0 4

10 保険給付費

20 出産育児諸費 【主な経費】

2 支払手数料 手数料 4千円

900 900 0 0 0 0 0 900 被保険者の葬祭を行う者に対して葬祭費を支給する。

10 保険給付費 1件当たり　20,000円×45件

25 葬祭諸費 【主な経費】

1 葬祭費 負担金 900千円

257,189 269,964 △ 12,775 116,080 9,064 0 9,047 122,998

15 後期高齢者支援金等

5 後期高齢者支援金等 【主な経費】

1 後期高齢者支援金 負担金 257,189千円

出産育児一時金の直接支払制度に係る手数料を鳥取県国民健康保険
団体連合会へ支払う。1件当たり　210円×18件

後期高齢者医療制度への支援金を社会保険診療報酬支払基金へ支払
う。

款・項・目

事業名称

支払手数料

款・項・目

事業名称

葬祭費

款・項・目

事業名称

後期高齢者支援金
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

18 19 △ 1 0 0 0 0 18 社会保険診療報酬支払基金へ事務費を支払う。

15 後期高齢者支援金等 【主な経費】

5 後期高齢者支援金等 負担金 18千円

2 後期高齢者関係事務費拠出金

109 122 △ 13 34 4 0 0 71

20 前期高齢者納付金等

5 前期高齢者納付金等 【主な経費】

1 前期高齢者納付金 負担金 109千円

19 19 0 0 0 0 0 19 社会保険診療報酬支払基金へ事務費を支払う。

20 前期高齢者納付金等 【主な経費】

5 前期高齢者納付金等 負担金 19千円

2 前期高齢者関係事務費拠出金

前期高齢者に係る保険者間の費用負担の調整を行うための納付金を社
会保険診療報酬支払基金へ支払う。

事業名称

後期高齢者関係事務
費拠出金

款・項・目

事業名称

前期高齢者納付金

款・項・目

款・項・目

事業名称

前期高齢者関係事務
費拠出金
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

10 10 0 3 0 0 1 6

25 老人保健拠出金

5 老人保健拠出金 【主な経費】

1 老人保健医療費拠出金 負担金 10千円

12 12 0 0 0 0 0 12 社会保険診療報酬支払基金へ事務費を支払う。

25 老人保健拠出金 【主な経費】

5 老人保健拠出金 負担金 12千円

2 老人保健事務費拠出金

93,518 106,600 △ 13,082 31,642 3,416 0 0 58,460 介護保険制度に係る納付金を社会保険診療報酬支払基金へ支払う。

30 介護納付金 【主な経費】

5 介護納付金 負担金 93,518千円

1 介護納付金

老人保健制度（平成20年3月廃止）の医療費の精算に関し、社会保険診
療報酬支払基金へ拠出金を支払う。

事業名称

老人保健事務費拠出
金

款・項・目

事業名称

介護納付金

款・項・目

事業名称

老人保健医療費拠出
金

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

74,415 84,384 △ 9,969 18,603 18,603 0 37,209 0

35 共同事業拠出金

5 共同事業拠出金 【主な経費】

1 高額医療費拠出金 負担金 74,415千円

530,587 566,422 △ 35,835 0 0 0 530,587 0

35 共同事業拠出金

5 共同事業拠出金 【主な経費】

2 保険財政共同安定化事業拠出金 負担金 530,587千円

1 1 0 0 0 0 0 1

35 共同事業拠出金 【主な経費】

5 共同事業拠出金 負担金 1千円

3 その他共同事業拠出金

高額医療費（80万円以上）について県内市町村で費用負担を調整する
ため、鳥取県国民健康保険団体連合会へ拠出金を支払う。

県内市町村の保険料の平準化や財政の安定化を図るため、鳥取県国
民健康保険団体連合会において全医療費を対象とした共同事業を実施
する。

退職者医療共同事業拠出金を鳥取県国民健康保険団体連合会へ支払う。

款・項・目

事業名称

その他共同事業拠出
金

事業名称

高額医療費拠出金

款・項・目

事業名称

保険財政共同安定化
事業

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

7,428 8,053 △ 625 1,910 1,910 0 0 3,608

40 保健事業費

5 特定健康診査等事業費 集団健診　6,480円（うち一部負担金500円）

1 特定健康診査等事業費 個別健診　8,220円（うち一部負担金500円）

【主な経費】

賃金　　臨時職員　25日 167千円

消耗品費　　啓発消耗品ほか 72千円

通信運搬費　　健診結果通知郵送料ほか 174千円

健診委託料　　集団550人、個別300人 6,589千円

委託料　　特定健康診査等電算共同処理委託料 426千円

1,114 1,456 △ 342 266 455 0 0 393

40 保健事業費

10 保健事業費 【主な経費】

1 保健衛生普及費 記念品等　　健康優良家庭　20世帯 200千円

印刷製本費　　ジェネリック医薬品活用シールほか 288千円

通信運搬費　　医療費通知郵送料ほか 432千円

委託料 194千円

医療費通知作成委託料　年3回　150千円

ジェネリック医薬品差額通知作成委託料　年2回　44千円

被保険者への保健思想の高揚、医療費等に関する関心、適正受診等に
関する啓発を行う。

40歳から74歳までの被保険者を対象に特定健康診査及び特定保健指
導を実施し、将来的な医療費の抑制と、被保険者の健康保持増進を図
る。

款・項・目

事業名称

特定健康診査等事業
費

款・項・目

事業名称

保健衛生普及費

- 56 -



所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

18,147 10,624 7,523 0 3,614 0 0 14,533

40 保健事業費

10 保健事業費

2 疾病予防費 【主な経費】

印刷製本費　　リーフレット、チラシの作成 81千円

通信運搬費　　チラシ郵送料 138千円

委託料　　人間ドック健診委託料　540人 17,928千円

258 290 △ 32 20 0 0 0 238 小中学校で健康教育を実施する。

40 保健事業費 【主な経費】

10 保健事業費 報償費　　講師謝礼金　　30,000円×7校 210千円

4 健康づくり支援事業費 使用料及び賃借料　　自動車借上料　　講師送迎用 48千円

68 183 △ 115 0 0 0 68 0 基金の預金利息分を積み立てる。

45 基金積立金 【主な経費】

5 基金積立金 積立金 68千円

1 基金積立金

他保険者（協会けんぽ）と共同して、健診受診率向上に向けた啓発を行
う。
40歳から74歳までの被保険者を対象に人間ドックに係る費用を助成す
る。健診費用　43,200円（うち一部負担金10,000円）

款・項・目

事業名称

基金積立金

款・項・目

事業名称

疾病予防費

款・項・目

事業名称

健康づくり支援事業
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

2,113 2,428 △ 315 0 0 0 0 2,113

55 諸支出金 【主な経費】

5 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 2,113千円

1 一般被保険者保険税還付金

146 181 △ 35 0 0 0 0 146

55 諸支出金 【主な経費】

5 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 146千円

2 退職被保険者等保険税還付金

1 1 0 0 0 0 0 1 過年度分の国庫負担金等の返還を行う。

55 諸支出金 【主な経費】

5 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 1千円

3 償還金

一般被保険者の遡及異動等に伴う国民健康保険税還付金。

退職被保険者等の遡及異動等に伴う国民健康保険税還付金。

款・項・目

事業名称

償還金

事業名称

一般被保険者保険税
還付金

款・項・目

事業名称

退職被保険者等保険
税還付金

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

68 87 △ 19 0 0 0 0 68

55 諸支出金 【主な経費】

5 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 68千円

4 一般被保険者還付加算金

20 30 △ 10 0 0 0 0 20

55 諸支出金 【主な経費】

5 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 20千円

5 退職被保険者等還付加算金

7,509 3,833 3,676 7,509 0 0 0 0

55 諸支出金 【主な経費】

10 繰出金 繰出金 7,509千円

1 直営診療施設勘定繰出金

一般被保険者の遡及異動等に伴う国民健康保険税還付加算金。

退職被保険者等の遡及異動等に伴う国民健康保険税還付加算金。

直営診療施設の施設等整備の補助及び運営費の補助金相当額を繰出する。

事業名称

退職被保険者等還付
加算金

款・項・目

事業名称

直営診療施設勘定繰
出金

款・項・目

事業名称

一般被保険者還付加
算金

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

【国民健康保険特別会計】 （単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

1,462 1,225 237 0 0 0 0 1,462 予備費 1,462千円

90 予備費

1 予備費

1 予備費

事業名称

予備費

款・項・目
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

2,841 2,841 0 0 0 0 2 2,839

5 総務費 

5 総務管理費 【主な経費】

1 一般管理費 消耗品費　　　 コピー用紙ほか　　　　　　　 　　　　 20千円

通信運搬費　　被保険者証郵送代ほか　　　 1,356千円

委託料　　　　　後期高齢者医療システム保守委託料ほか　 1,465千円

192,086 194,613 △ 2,527 0 0 0 0 192,086

10 後期高齢者医療納付金 （一般会計からの基盤安定繰入金）を納付する。

5 後期高齢者医療納付金 【主な経費】

1 後期高齢者医療納付金 保険料等負担金 179,604千円

　・保険料徴収見込額（現年）　　　　115,742千円

　・保険料徴収見込額（過年）　　　　　　　332千円

　・還付見込額　　　　　　　　　　　　　　　△700千円

　・保険料軽減分（基盤安定繰入金）　64,230千円

　　　　（軽減分の3/4は県負担）

事務費負担金　　　共通経費負担金 12,482千円

　・広域連合一般会計市町村負担金　　　1,943千円

　・広域連合特別会計市町村負担金　　10,539千円

後期高齢者医療広域連合の運営に必要な事務費、徴収した保険料、保険料軽減分

款・項・目

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

（単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

後期高齢者医療制度に関する事務（保険証発行、医療給付申請等）に
必要な経費。

【後期高齢者医療特別会計】

事業名称

一般管理費

款・項・目

事業名称

後期高齢者医療納付
金
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所属：住民生活課

本年度
予算額

前年度
予算額

比較
国  庫
支出金

県  支
出  金

地方債
その他の

財源
一般
財源

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 事 業 概 要 説 明 書

（単位：千円）

款・項・目 事  業  概  要

【後期高齢者医療特別会計】

33 34 △ 1 0 0 0 0 33 【主な経費】

90 予備費 予備費 33千円

1 予備費

1 予備費

事業名称

予備費

款・項・目
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